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米国会計基準採用の有無 無

15年３月期の連結業績（平成14年４月１日～平成15年３月31日）
連結経営成績 （百万円未満切捨）

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百 万 円 ％ 百 万 円 ％ 百 万 円 ％

15年３月期 ７４，９８０ １９．０ ２，６９２ ３４２．３ ２，７８９ ３９８．８
14年３月期 ６３，００７ １５．８ ６０８ △６５．１ ５５９ △６６．７

１株当たり 潜 在 株 式 調 整 後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高当期純利益 当期純利益 1株当たり当期純利益 当 期 純 利 益 率 経常利益率 経常利益率
百 万 円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

15年３月期 １，３４４ － ３２ ９４ － － ９．４ ８．０ ３．７
14年３月期 △３２８ － △８ １２ － － △２．４ １．７ ０．９

（注）① 持分法投資損益 15年3月期 ２６８百万円 14年3月期 １０９百万円
② 期中平均株式数（連結） 15年3月期 40，257，923株 14年3月期 40，423，699株
③ 会計処理の方法の変更 無
④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

連結財政状態

株 主 資 本 １ 株 当 た り総 資 産 株 主 資 本 比 率 株 主 資 本
百 万 円 百 万 円 ％ 円 銭

15年３月期 ３６，８１９ １４，８００ ４０．２ ３７１ ４６
14年３月期 ３２，６１８ １３，７６０ ４２．２ ３４０ ４４

（注）期末発行済株式数（連結） 15年3月期 39，845，215株 14年3月期 40，420，660株

連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高

百 万 円 百 万 円 百 万 円 百 万 円

15年３月期 ５４３ △ ７４９ ３４３ １，４０１
14年３月期 ２９５ △ ９１１ △４４８ １，２９４

連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 ９社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 ２社

連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規）－社 （除外）－社 持分法（新規）－社 （除外）－社

2． 16年３月期の連結業績予想（平成15年４月１日～平成16年３月31日）

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百 万 円 百 万 円 百 万 円中 間 期 ３８，９００ １，３３０ ７８０

通 期 ８０，０００ ２，７７０ １，５９０

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）39円05銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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添 付 資 料
１．企 業 集 団 の 状 況

連 結 子 会 社 資 本 金 持株比率 主 要 な 事 業 内 容
千円 ％

㈱ ダ イ キ メ タ ル 300，000 100．0 金 属 の リ サ イ ク ル に 関 す る 事 業
㈱ 九 州 ダ イ キ ア ル ミ 40，000 100．0 ア ルミニウム二次合金地金の製造販売
㈱ 陽 紀 400，000 100．0 ア ルミニウム二次合金地金の製造販売
㈱ 北海道ダイキアルミ 60，000 78．7 ア ルミニウム二次合金地金の製造販売
紀 和 商 事 ㈱ 12，000 100．0 アルミニウム地金及びアルミニウム屑の売買

千US$
ダ イ キ イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 2，000 100．0 アルミニウム地金及びアルミニウム屑の売買
ト レ ー デ ィ ン グ コ ー ポ レ ー シ ョ ン

千元
大連大紀天華 業有限公司 13，739 90．0 ア ルミニウム二次合金地金の製造販売

千B
ダイキ ニッケイ タイ 200，000 65．0 ア ルミニウム二次合金地金の製造販売

千M$
ダイキ エンジニアリング 200 70．0 ア ル ミ ニ ウ ム 溶 解 炉 の 製 造 販 売

非 連 結 子 会 社 千B
ダ イ キ エ ン ジ ニ ア リ ン グ タ イ 3，000 49．0 ア ル ミ ニ ウ ム 溶 解 炉 の 製 造 販 売

持分法適用関連会社 千M$
アマルガメイテッド アルミニウム&アロイズ 7，400 25．0 ア ルミニウム二次合金地金の製造販売

千US$
ＭＯＳＴ，ＩＮＣ． 3，000 45．0 ア ルミニウム二次合金地金の製造販売

（間接）

（注）連結子会社㈱北海道ダイキアルミは、平成14年11月１日付で㈱越村アルミ工業所から㈱北海道ダ
イキアルミに商号が変更となっております。

得 意 先

製 商 溶
解

品 品 炉

当 社
製

溶
品 製 商 原 商 原

解
品 品 料 品 料

溶 炉
商 連結子会社 連結子会社 解

㈱九州ダイキアルミ ㈱ダイキメタル 炉
品 ㈱北海道ダイキアルミ ダイキ インターナショナル トレーディング コーポレーション 部

㈱陽紀 紀和商事㈱ 品
大連大紀天華 業有限公司
ダイキ ニッケイ タイ

連結子会社
関連会社（持分法適用会社） ダイキ エンジニアリング

アマルガメイテッド アルミニウム&アロイズ 非連結子会社
ＭＯＳＴ，ＩＮＣ． ダイキ エンジニアリング タイ
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２．経 営 方 針

（１）会社の経営の基本方針

当社は、経営の基本方針として、＜Ｇ＆Ｇ＞すなわち＜Ｇｌｏｂａｌ（グローバル）＆

Ｇｒｅｅｎ（グリーン＝エコロジー）＞を掲げています。グローバルでは、海外との取引や海

外展開等にとどまらず、品質・コスト・サービス等でたえず世界の水準を見すえて、地球レベ

ルの活動へのアクセスを目指すものです。

また、当社は、グリーン＝エコロジーという言葉が市民権を得る以前から、リサイクルを柱

とする企業活動を続けています。

＜Ｇ＆Ｇ＞は、当社及びグループの企業アイデンティティです。

（２）会社の利益配分に関する基本方針

当社の利益配分の基本政策は、企業収益の状況に対応して安定的な配当を維持することを基

本とし、企業体質の強化、今後の事業展開に備えるための内部留保の充実等を勘案して決定す

べきものと考えております。

つきましては、当期配当金は当初１株につき５円を予定しておりましたが、当期の業績を勘

案して、株主重視の観点から利益還元につとめることとし、２円増配の１株につき７円とさせ

ていただきたく、定時株主総会に付議する予定であります。

（３）中長期的な会社の経営戦略

当グループは、＜Ｇ＆Ｇ＞を着実に展開すべく、海外に広がる活動エリア、世界に伍する競

争力、地球レベルの視点をさらに育む展開、また地球環境への配慮が企業活動に求められる今、

従来からのリサイクルの理念に立つ事業展開を、さらにステップアップすることに邁進する所

存であります。

（４）経営管理組織

当社は、取締役会を月１回、常務会を月２回、執行役員会を月１回開催して、経営のスピー

ド化とその効率的な執行をはかっております。

（５）対処すべき課題

当社は、企業価値の向上、危機管理能力の向上、組織能力の維持に取り組み収益の確保につ

とめて社業の発展に万全を期する所存であります。

（６）目標経営指標

前述の「会社の経営の基本方針」に記載のとおり、当社は＜Ｇ＆Ｇ＞を着実に展開すべく、

品質・コスト・サービス等でたえず世界水準を見すえて、地球レベルの活動へのアクセスを目

指しております。
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（７）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその実施状況

当社は、監査役制度を採用し、平成15年３月31日現在で４名の監査役全員が社外監査役であ

ります。また、取締役７名のうち１名の社外取締役を選任しております。

このような体制のもと、当社は経営の公正性、透明性を高めることを方針として、株主利益

の立場からチェックできる経営を目指しております。

この観点から、経営におきましては意思決定と業務執行を分離し、社外取締役の招聘を推進

することにより、取締役会に対し株主利益の観点から経営監督機能を高めてまいります。

また、情報開示につきましては、経営に関する必要な情報を迅速に開示する責任を果たすも

のであります。

経営の監査機能につきましては、監査役及び会計監査人（中央青山監査法人）による監査に

企画監査室の内部監査機能を加えて、コーポレート・ガバナンスの観点から監査役制度を充分

に活用し、経営の意思決定や業務執行などに関する適法性監査にとどまることなく、妥当性監

査に踏み込んだ監査機能への強化を図ってまいります。

経営上の意思決定、業務執行・監視及び内部統制の仕組みとコーポレート・ガバナンス体制

は次の図のとおりであります。

株 主 総 会

選任・解任 選任・解任

選 監 査 役 会 取 締 役 会 意
任 思
・ 監 査 役 社外監査役 監 査 取 締 役 社外取締役 決
解 （４名） （全員） （７名） （１名） 定
任

選任・解任

常 務 会 業
会 計 監 査 人 代 表 取 締 役

役 付 社 員 務
選任・解任

権限委譲 監督 執

企 画 監 査 室 内部監査 執 行 役 員 会 行
（２名）

指揮・マネージメント

全 社 組 織
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

（１）経 営 成 績

① 当期の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、不良債権処理の加速に伴う、デフレ基調の深刻

化への警戒感を背景に軟調な状態が続き、それに加えてイラク情勢緊迫化から更に不透明

感が増した状態で推移しました。

しかしながら、当アルミニウム二次合金製錬業界におきましては、大手ユーザーである

自動車メーカー需要の堅調により、生産・販売数量は増加しました。

このような状況下におきまして、当グループは収益状況の改善とコストダウンにつとめ

てまいりました。

この結果、当グループの連結売上高につきましては、アルミニウム二次合金地金６００

億７千９百万円（前期比15．0％増）、商品・原料・工業炉１４９億１百万円（前期比38．4

％増） で、これらを併せた売上高総額は７４９億８千万円（前期比19．0％増）となりまし

た。なお、当社の生産実績につきましては、アルミニウム二次合金地金４１７億８千５百

万円となりました。また、当社のアルミニウム二次合金地金の販売数量につきましては、

２３万２千トンと前期に比べ６．２％増となりました。

経常損益につきましては、２７億８千９百万円（前期比398．8％増）の利益となりまし

たが、投資有価証券の一部の銘柄について５億７千５百万円を減損処理することなどによ

り、税引き後の当期純損益は１３億４千４百万円の利益を計上することとなりました。

② 次期の見通し

今後の見通しにつきましては、デフレの更なる深刻化や国際情勢等による不透明感から、

順調な景気回復は望めない状況で推移するものと懸念されます。

しかしながら、当アルミニウム二次合金製錬業界におきましては、自動車の軽量化でア

ルミニウムの自動車一台当たりの使用比率が増加し、引き続き比較的安定した生産及び出

荷が見込まれるものと期待されます。

このような状況下にありまして、当グループはグローバル最適調達によるコストダウン

を継続し収益の確保につとめ、ＩＳＯ９０００の取得等により企業価値を高めるとともに

組織を更に活性化し続け社業の発展に万全を期する所存であります。

次期の連結業績見通しは、連結売上高８００億円（前期比27．0％増）、経常利益２７億

７千万円（前期比0．7％減）、当期純利益１５億９千万円を見込んでおります。なお、当社

のアルミニウム二次合金地金の販売数量につきましては、２３万９千トン（前期比2．7％増）

を計画しております。
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（２）財 政 状 態

① 当期の概況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、

前連結会計年度末に比べ１億６百万円（８．３％）増加し、当連結会計年度末は１４億１百

万円となりました。これは、税金等調整前当期純利益２０億６千６百万円の計上と仕入債

務の増加によることが主因となっております。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

ります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動による資金は、５億４千３百万円と前期と比べ２億４

千７百万円（８３．８％）の増加となりました。これは主に税金等調整前当期純利益２０億

６千６百万円の計上と仕入債務の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動による資金は、△７億４千９百万円と前期と比べ１億

６千１百万円（１７．７％）の増加となりました。これは主に当社の有形固定資産の取得に

よる支出が減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動による資金は、３億４千３百万円と前期と比べ７億９

千１百万円の増加となりました。これは主に短期借入れによる収入が増加したことによる

ものであります。

② 次期の見通し

営業活動によって得られるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比較して若干減少

するものの税金等調整前当期純利益は増益を見込んでおり、また、減価償却費につきまし

ては減少と予想しております。

投資活動に使用されるキャッシュ・フローのうち設備投資額として、当期純利益と年間

の減価償却費の範囲内を見込んでおります。

財務活動に使用されるキャッシュ・フローでは、当期のフリーキャッシュ・フローを充

当して有利子負債の圧縮を図ります。株主への一層の利益還元と資本効率の向上を図ると

ともに、経営環境の変化などに対応して機動的な資本政策の遂行を可能とするために平成

１５年６月開催予定の定時株主総会に、商法第２１０条の規定に基づく自己株式の取得に

ついて提案することとしております。
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４．連 結 財 務 諸 表 等

（１）連 結 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

期 別 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 比較増減（△）（ 平 成 1 4 年 3 月 3 1 日 現 在 ） （ 平 成 1 5 年 3 月 3 1 日 現 在 ）

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

％ ％〔資 産 の 部〕

Ⅰ 流 動 資 産

1．現 金 及 び 預 金 1，325 1，490 165
2．受取手形及び売掛金 12，568 15，863 3，295
3．た な 卸 資 産 5，640 7，314 1，673
4．繰 延 税 金 資 産 117 125 8
5．そ の 他 225 124 △ 100
貸 倒 引 当 金 △ 36 △ 40 △ 4

流 動 資 産 合 計 19，840 60．8 24，878 67．6 5，038

Ⅱ 固 定 資 産

（1）有 形 固 定 資 産
1．建 物 及 び 構 築 物 2，722 2，557 △ 164
2．機械装置及び運搬具 3，089 2，883 △ 206
3．工具器具及び備品 253 238 △ 15
4．土 地 2，914 2，905 △ 8
5．建 設 仮 勘 定 1 59 57

有 形 固 定 資 産 合 計 8，981 27．5 8，644 23．5 △ 337

（2）無 形 固 定 資 産 32 39 6

無 形 固 定 資 産 合 計 32 0．1 39 0．1 6

（3）投資その他の資産
1．投 資 有 価 証 券 2，446 2，237 △ 208
2．長 期 貸 付 金 48 38 △ 10
3．繰 延 税 金 資 産 915 611 △ 304
4．そ の 他 572 407 △ 165
貸 倒 引 当 金 △ 219 △ 37 181

投資その他の資産合計 3，764 11．6 3，257 8．8 △ 506

固 定 資 産 合 計 12，778 39．2 11，941 32．4 △ 837

資 産 合 計 32，618 100．0 36，819 100．0 4，200

－７－



（単位：百万円）

期 別 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 比較増減（△）（ 平 成 1 4 年 3 月 3 1 日 現 在 ） （ 平 成 1 5 年 3 月 3 1 日 現 在 ）

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

％ ％〔負 債 の 部〕

Ⅰ 流 動 負 債

1．支払手形及び買掛金 3，966 5，983 2，016
2．短 期 借 入 金 7，094 7，716 622
3．未 払 費 用 534 604 69
4．賞 与 引 当 金 153 177 23
5．そ の 他 559 828 268

流 動 負 債 合 計 12，308 37．7 15，310 41．6 3，001

Ⅱ 固 定 負 債

1．社 債 2，000 2，300 300
2．長 期 借 入 金 3，760 3，486 △ 273
3．退 職 給 付 引 当 金 433 494 60

固 定 負 債 合 計 6，193 19．0 6，281 17．0 87

負 債 合 計 18，502 56．7 21，591 58．6 3，088

〔少 数 株 主 持 分〕

少 数 株 主 持 分 355 1．1 427 1．2 71

〔資 本 の 部〕

Ⅰ 資 本 金 5，261 16．1 － － －

Ⅱ 資 本 準 備 金 7，194 22．1 － － －

Ⅲ 連 結 剰 余 金 1，437 4．4 － － －

Ⅳ そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 184 △0．6 － － －

Ⅴ 為替換算調整勘定 53 0．2 － － －

Ⅵ 自 己 株 式 △ 1 △0．0 － － －

資 本 合 計 13，760 42．2 － － －

負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合 計 32，618 100．0 － － －

－８－



（単位：百万円）

期 別 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 比較増減（△）（ 平 成 1 4 年 3 月 3 1 日 現 在 ） （ 平 成 1 5 年 3 月 3 1 日 現 在 ）

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

％ ％〔資 本 の 部〕

Ⅰ 資 本 金 5，261 14．3

Ⅱ 資 本 剰 余 金 7，194 19．5

Ⅲ 利 益 剰 余 金 2，657 7．2

Ⅳ そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 109 △0．3

Ⅴ 為替換算調整勘定 △ 32 △0．1

Ⅵ 自 己 株 式 △ 170 △0．4

資 本 合 計 14，800 40．2

負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合 計 36，819 100．0

－９－



（２）連 結 損 益 計 算 書
（単位：百万円）

期 別 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 比較増減（△）
（平成13年4月1日～平成14年3月31日） （平成14年4月1日～平成15年3月31日）

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額

％ ％

Ⅰ 売 上 高 63，007 100．0 74，980 100．0 11，973

Ⅱ 売 上 原 価 59，730 94．8 69，779 93．1 10，049

売 上 総 利 益 3，277 5．2 5，201 6．9 1，923

Ⅲ 販売費及び一般管理費 2，668 4．2 2，508 3．3 △ 160

営 業 利 益 608 1．0 2，692 3．6 2，084

Ⅳ 営 業 外 収 益
1．受 取 利 息 4 3 △ 0
2．受 取 配 当 金 17 14 △ 2
3．受 取 地 代 及 び 家 賃 3 2 △ 0
4．受 取 保 険 金 22 11 △ 11
5．持分法による投資利益 109 268 159
6．技 術 指 導 料 52 64 11
7．そ の 他 146 139 △ 7
営 業 外 収 益 合 計 357 0．6 506 0．7 148

Ⅴ 営 業 外 費 用
1．支 払 利 息 247 282 35
2．手 形 売 却 損 65 65 △ 0
3．減 価 償 却 費 20 7 △ 12
4．そ の 他 73 53 △ 19
営 業 外 費 用 合 計 407 0．7 409 0．6 2

経 常 利 益 559 0．9 2，789 3．7 2，230

Ⅵ 特 別 利 益 17 0．0 24 0．0 7

Ⅶ 特 別 損 失 1，010 1．6 747 1．0 △ 262

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 － 2，066 2．7 2，066
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 433 0．7 － △ 433

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 99 0．1 345 0．4 246

法 人 税 等 調 整 額 △ 266 △ 0．4 241 0．3 507

少 数 株 主 利 益 61 0．1 136 0．2 74

当 期 純 利 益 － 1，344 1．8 1，344
当 期 純 損 失 328 0．5 － △ 328

－１０－


